
 
 
 
 

令令和２年度「全国安全週間」の実施について 

～ 準備期間：６月１日～30日 本週間：７月１日～７日 ～ 

 

「全国安全週間」は、昭和３年から実施されて以来、今年で93回目を迎えます。 

令和元年における長野県内の休業４日以上の労働災害死傷者数は2,107人と、過去10

年で最多となった平成30年（2,120人）と同水準であり、憂慮すべき状況であることか

ら、長野労働局（局長 中原
なかはら

 正裕
まさひろ

）では、令和２年度「全国安全週間」の準備期間及

び本週間に、広く一般の安全意識の高揚と安全活動の定着を図るため、関係機関とも

連携し、周知広報や事業場への指導援助に取り組んでまいります。 

 

＜事業場における取組のポイント＞ 

１ 準備期間及び本週間中の主な啓発活動等 

① 経営トップによる安全への所信表明を通じた関係者の意思統一と安全意識の高揚 

② 安全パトロールによる職場の総点検の実施 

③ 安全旗の掲揚、標語の掲示、講習会の開催、安全関係資料の配布のほか、ホームペー

ジ等を通じた自社の安全活動の社会への発信 

※ パトロール、講習会等の実施に当たっては、密閉空間・密集場所・密接場面の３条件（３つ

の密）が重なることを避ける等、新型コロナウイルス感染症の感染防止を徹底 

 

２ 主な具体的取組事項 

① 資料２のガイドラインに基づく「高年齢労働者の労働災害防止対策」 

② 外国人労働者への母国語教材や視聴覚教材の活用による安全衛生教育の実施などの

「外国人労働者の労働災害防止対策」 

③ 資料３のチェックリストの活用等による、「熱中症予防対策」 

④ 資料４のチェックリストの活用等による、職場における「新型コロナウイルス感染症

の感染防止対策」 

【添付資料】 

資料１ 第93回全国安全週間（リーフレット） 

資料２ 高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン（パンフレット） 

資料３ ＳＴＯＰ！熱中症 クールワークキャンペーン（リーフレット） 

資料４ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止のための職場における感染予防、健康管

理について（パンフレット） 

資料５ 令和元年労働災害発生状況 

担 

 

当 

長野労働局労働基準部 

健康安全課長    松下 耕治 

 健康安全課長補佐 岸田 信一 

TEL０２６-２２３-０５５４  

FAX０２６-２２３-０５９１ 

長野労働局発表（２－13） 

令和２年５月29日 
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資料５

              区     分

件数 増減率(%)

食 料 品 製 造 業 188 198 210 12 6.1 10.0 1 0 0 0

繊維･繊維製品製造業 2 3 3 0 0.0 0.1 0 0 0 0

製
木材･木製品、家具・装備品
製 造 業 20 25 18 ▲ 7 ▲ 28.0 0.9 0 0 1 1
パルプ･紙･紙加工品製造、
印 刷 製 本 業 13 12 16 4 33.3 0.8 0 0 0 0

化 学 工 業 24 22 24 2 9.1 1.1 0 0 0 0

窯業･土石製品製造業 27 21 16 ▲ 5 ▲ 23.8 0.8 1 0 0 0

造 鉄鋼･非鉄金属製造業 12 15 13 ▲ 2 ▲ 13.3 0.6 0 0 0 0

金 属 製 品 製 造 業 84 72 73 1 1.4 3.5 0 0 1 1

一般機械器具製造業 47 57 51 ▲ 6 ▲ 10.5 2.4 0 1 1 0

電気機械器具製造業 60 52 52 0 0.0 2.5 0 0 0 0

業 輸送用機械器具製造業 24 31 26 ▲ 5 ▲ 16.1 1.2 1 1 0 ▲ 1

電気 ・ ガ ス ･水道業 3 4 3 ▲ 1 ▲ 25.0 0.1 0 0 0 0

そ の 他 の 製 造 業 38 36 29 ▲ 7 ▲ 19.4 1.4 0 2 0 ▲ 2

小 計 542 548 534 ▲ 14 ▲ 2.6 25.3 3 4 3 ▲ 1

5 8 10 2 25.0 0.5 0 0 0 0

土 木 工 事 業 82 79 94 15 19.0 4.5 2 2 2 0

建 建 築 工 事 業 142 166 146 ▲ 20 ▲ 12.0 6.9 2 0 0 0

設 内数（木造家屋建築工事業） 52 54 52 ▲ 2 ▲ 3.7 2.5 0 0 0 0

業 そ の 他 の 建 設 業 30 34 39 5 14.7 1.9 1 1 2 1

小 計 254 279 279 0 0.0 13.2 5 3 4 1

道 路 貨 物 運 送 業 148 182 168 ▲ 14 ▲ 7.7 8.0 3 1 0 ▲ 1

その他の運輸交通業 45 62 59 ▲ 3 ▲ 4.8 2.8 2 3 1 ▲ 2

陸 上 貨 物 取 扱 業 5 3 5 2 66.7 0.2 0 0 0 0

小 計 198 247 232 ▲ 15 ▲ 6.1 11.0 5 4 1 ▲ 3

36 40 38 ▲ 2 ▲ 5.0 1.8 1 1 1 0

卸 売 業 又 は 小 売 業 300 289 307 18 6.2 14.6 2 1 1 0

保 健 衛 生 業 183 225 187 ▲ 38 ▲ 16.9 8.9 0 1 0 ▲ 1
旅館その他の宿泊所の
事 業 66 79 81 2 2.5 3.8 0 0 0 0

ゴ ル フ 場 の 事 業 20 11 10 ▲ 1 ▲ 9.1 0.5 0 0 0 0

ビ ル メ ン テ ナ ン ス 業 39 43 40 ▲ 3 ▲ 7.0 1.9 1 1 0 ▲ 1

警 備 業 12 23 17 ▲ 6 ▲ 26.1 0.8 0 0 3 3

そ の 他 328 328 372 44 13.4 17.7 4 4 1 ▲ 3

小                         計 948 998 1,014 16 1.6 48.1 7 7 5 ▲ 2

11,983 2,120 2,107 ▲ 13 ▲ 0.6 100.0 21 19 14 ▲ 5

令和元年

       業      種

鉱                              業

運
 
輸
 
業

林 業

平成29年

対前年増減

合 計

そ
の
他
の
業
種

平成30年 令和元年 平成29年 平成30年
令和元年
構成比(%)

対前年
増減件数

令和元年 労働災害発生状況  （令和２年１月末現在）

      長野労働局

休業4日以上の死傷災害 死亡災害



                         署

42 31 9 11 27 30 18 17 13 198
42 33 8 14 21 29 21 22 20 210
1 0 0 0 1 0 1 0 0 3
2 0 0 0 0 1 0 0 0 3

製 0 2 3 7 4 3 4 1 1 25
3 7 (1) 0 2 1 2 2 1 0 18 (1)
6 4 0 1 0 0 0 1 0 12
1 5 1 4 3 0 2 0 0 16
2 1 1 2 2 2 8 3 1 22
4 4 1 2 2 4 2 1 4 24
5 3 0 2 3 1 6 0 1 21
1 3 3 0 2 2 1 2 2 16

造 3 2 0 2 1 0 6 1 0 15
2 3 1 3 0 1 2 1 0 13
13 5 11 7 4 8 4 14 6 72
15 5 8 7 3 5 (1) 5 23 2 73 (1)
6 8 6 9 (1) 4 5 6 12 1 57 (1)
6 3 14 4 3 4 5 9 (1) 3 51 (1)
5 5 11 2 7 9 2 4 7 52
8 3 9 6 5 9 5 3 4 52

業 3 (1) 3 1 6 1 0 12 4 1 31 (1)
1 0 1 8 3 1 5 5 2 26
1 0 2 0 0 0 0 0 1 4
1 0 0 2 0 0 0 0 0 3
10 (1) 5 2 (1) 8 2 3 3 1 2 36 (2)
4 6 1 5 1 5 3 2 2 29
97 (2) 69 46 (1) 57 (1) 56 61 70 58 34 548 (4)
90 72 (1) 47 57 44 63 (1) 53 69 (1) 39 534 (3)
0 0 2 0 3 1 1 0 1 8
2 2 0 1 1 2 2 0 0 10
10 12 (1) 7 8 11 7 14 5 5 (1) 79 (2)
12 17 4 8 (1) 13 (1) 8 20 3 9 94 (2)

建 36 31 18 4 16 18 26 10 7 166
29 23 15 13 12 17 22 6 9 146

設 17 8 5 1 5 3 8 2 5 54
14 5 7 3 6 3 11 0 3 52

業 7 (1) 6 2 2 4 1 2 6 4 34 (1)
8 5 (1) 3 4 (1) 5 4 1 4 5 39 (2)
53 (1) 49 (1) 27 14 31 26 42 21 16 (1) 279 (3)
49 45 (1) 22 25 (2) 30 (1) 29 43 13 23 279 (4)
36 (1) 50 10 21 12 21 16 13 3 182 (1)

運 34 52 5 13 8 17 12 19 8 168
13 (1) 10 8 (1) 4 1 7 4 1 14 (1) 62 (3)

輸 12 13 4 3 (1) 2 13 5 0 7 59 (1)
1 1 1 0 0 0 0 0 0 3

業 0 0 0 0 2 3 0 0 0 5
50 (2) 61 19 (1) 25 13 28 20 14 17 (1) 247 (4)
46 65 9 16 (1) 12 33 17 19 15 232 (1)
1 8 2 1 6 2 6 (1) 9 5 40 (1)
6 15 0 0 9 (1) 2 3 1 2 38 (1)
62 58 24 (1) 40 25 18 23 18 21 289 (1)
71 54 34 28 32 (1) 24 25 14 25 307 (1)
48 (1) 37 14 20 22 13 28 18 25 225 (1)
43 28 17 12 15 23 21 8 20 187
12 8 6 10 8 9 16 2 8 79
4 14 7 5 3 4 25 2 17 81
1 1 4 0 0 1 4 0 0 11
4 2 1 0 0 0 2 1 0 10
10 10 7 4 (1) 2 1 2 6 1 43 (1)
8 14 1 6 3 1 4 3 0 40
5 6 2 1 3 1 4 1 0 23
6 5 (1) 0 2 (2) 0 0 2 2 0 17 (3)
69 (1) 62 (2) 20 29 23 (1) 21 52 28 24 328 (4)
91 65 25 33 22 37 52 (1) 24 23 372 (1)
207 (2) 182 (2) 77 (1) 104 (1) 83 (1) 64 () 129 () 73 () 79 () 998 (7)
227 (0) 182 (1) 85 (0) 86 (2) 75 (1) 89 (0) 131 (1) 54 (0) 85 (0) 1014 (5)
408 (7) 369 (3) 173 (3) 201 (2) 192 (1) 182 268 (1) 175 152 (2) 2120 (19)
420 381 (3) 163 185 (5) 171 (3) 218 (1) 249 (1) 156 (1) 164 2107 (14)

長野 松本 岡谷 上田 飯田

令和元年 労働災害発生状況  （令和２年１月末現在）

    長野労働局

平成30年 平成30年 平成30年 平成30年 平成30年

中野 小諸 伊那 大町 合計

       業     種 令和元年 令和元年 令和元年 令和元年 令和元年

平成30年 平成30年 平成30年 平成30年 平成30年

令和元年 令和元年 令和元年 令和元年 令和元年

電 気 ・ ガ ス ･ 水 道 業

食 料 品 製 造 業

繊維･繊維製品製造業

木材･木製品、家具・装備品
製 造 業

パルプ･紙･紙加工品製造、印
刷 製 本 業

化 学 工 業

窯業･土石製品製造業

鉄鋼、非鉄金属製造業

金 属 製 品 製 造 業

一般機械器具製造業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

小 計

そ の 他 の 製 造 業

小 計

鉱 業

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

内数（木造家屋建築工事業）

そ の 他 の 建 設 業

小 計

道 路 貨 物 運 送 業

その他の運輸交通業

陸 上 貨 物 取 扱 業

林 業

合 計

前 年 増 減 比 (%) 22.9 3.3

ビ ル メ ン テ ナ ン ス 業

警 備 業

そ の 他

小                          計

7.9 ▲ 0.6

※(  )は死亡者数で内数である。

そ
　
の
　
他
　
の
　
業
　
種

卸 売 業 又 は 小 売 業

保 健 衛 生 業

旅館その他の宿泊所の
事 業

ゴ ル フ 場 の 事 業

▲ 5.8 ▲ 8.0 ▲ 10.9 19.8 ▲ 7.1 ▲ 10.9


